
資料１－４

条例の施行状況及び条例に関連する社会状況の推移について

年度 2014(H26) 2015(H27) 2016(H28) 2017(H29) 2018(H30) 2019(R1)

１　条例の施行状況

(1)条例の見直し

(2)中小企業・小規
模企業活性化推進
計画の策定

(3)計画の進行管理
及び評価
（審議会の開催）

２　社会状況の推移

(1)主な社会情勢、
トピックス

(2)主な法令制定
・改正等

(3)主な税制改正
（中小企業向け）

見直し期間 改正作業

【改正内容】

①“小規模企業の意義”の基本理念への位置づけ

②「事業の持続的発展」を図る視点の明確化

③きめ細かな支援体制の整備

改正条例

H27.10.20施行

随時情報収集

見直し周期

（５年ごと）

見直し周期

（５年ごと）

見直し期間

第３期 第４期第２期

【改定のポイント】

・取組の方向性として、「競争力の

高い産業の創出・育成」と、「中小

企業への総合的支援」を設定。

・施策体系の「取組の考え方」を３

つに整理。

【改定のポイント】

・基本理念（目指す姿）及び２つの数値目標

（2025年度までに「開業率」を10％、2020年

度までに「黒字企業の割合」を50％）を設定。

・重点的に取り組む施策を６つの大柱とし、

取組の基本方向（中柱）を再編。

【改定のポイント】

・基本理念と２つの数値目標を引き続き設定。

・大柱に2025年度までの施策目標を設定するとと

もに、中柱に業績評価指標（KPI）を設定すること

により、県の施策の効果と、数値目標との関連性

がより明確になるよう整理。

第1回

（R1.5.30）

第1回

（H30.5.31）

第1回

（H27.5.29）

第1回

（H29.7.27）

第1回

（H28.5.13）

H26・総括評価 H27評価 H28評価 H29評価 H30・総括評価

・小規模企業の持続的な

発展を図ることを位置づ

け

・国、地方公共団体、支

援機関等相互の連携及び

協力の責務等を規定

・小規模企業振興基本計

画の策定・報告（概ね５

年ごと）

小規模企業振興基本法

（H26.6.27施行）

・経営発達支援計画の認

定制度の導入

・商工会・商工会議所を

中核とした連携の促進

・中小企業基盤整備機構

の業務追加

小規模事業者支援法

（H26.9.26施行）

・経営力向上計画の認定

制度の導入と固定資産税

の特例措置（1/2軽減）

・経営革新計画の認定制

度の法移管（新事業活動

促進法より）

・認定経営革新等支援機

関による支援

中小企業等経営強化法

（H28.7.1施行）

・先端設備等導入計画の

認定制度の導入と固定資

産税の特例措置（最大ゼ

ロ）

生産性向上特別措置法

（H30.6.6施行）

中小企業強靭化法

（H31.7.16施行）

＜中小企業等経営強化法

改正＞

・事業継続力強化計画の

認定制度の導入

＜小規模事業者支援法改

正＞

・新経営発達支援計画の

認定制度の導入

・事業継続力強化支援計

画の認定制度の導入

・法定経営指導員の導入

・事業承継税制等の認定

事務が国から都道府県に

移譲

経営承継円滑化法施行

令改正（H29.4.1施行）

平成31年度税制改正

・個人版事業承継税制の

創設

・災害に対する事前対策

のための設備投資に係る

税制措置（特別償却

20％）

・設備投資を支援する税

制措置の延長・強化（2年

間）

・法人税率の特例の延長

（19％または15％、2年

間）

平成30年度税制改正

・事業承継税制の抜本的

拡充（特例承継計画及び

再編・統合等に係る税負

担の軽減措置の創設）

・投資を後押しする大胆

な固定資産税の特例の創

設（最大ゼロ）

・所得拡大促進税制の拡

充

平成29年度税制改正

・「攻めの投資」を支援

する税制措置の拡充

（固定資産税の特例の拡

充 、中小企業経営強化

税制の創設 、中小企業

投資促進税制の延長等）

・所得拡大促進税制の見

直し

・法人税率の特例の延長

（19％または15％、2年

間）

・事業承継を促す税制措

置の見直し

平成28年度税制改正

・新たな機械装置の投資に

係る固定資産税の特例の

創設

・個人事業者の事業用資

産に係る事業承継時の負

担軽減措置の創設等の検

討

・創業支援事業計画の認

定自治体における軽減措

置の拡充及び延長

・地方を訪れる外国人旅行

者向け消費税免税制度の

拡充

平成27年度税制改正

・事業承継税制の拡充

・個人事業者の事業用資

産に係る事業承継時の負

担軽減措置等の検討

・地方を訪れる外国人旅行

者向け消費税免税店の拡

大

・消費税の軽減税率制度

等

平成26年度税制改正

・ 中小企業投資促進税

制の拡充・延長

・少額減価償却資産の損

金算入の特例の延長

・創業時の登録免許税の

軽減措置の創設

・交際費課税の特例の拡

充

消費税率を８％に引き

上げ（４月）

消費税率を10％に引き

上げ（10月）

働き方改革関連法の施

行（４月）

※中小企業は一部2020

年、2021年から適用西日本豪雨（７月）

熊本地震（４月）

北海道胆振東部地震

（９月）

日産自動車、神戸製鋼

所等の不正行為発覚

（10月）

米中貿易摩擦

（１月～）

三菱自動車の不正行為

発覚（４月）

事業承継支援集中実施期間

（中小企業庁 ５年程度）

・事業承継税制の特例制

度の創設（今後10年間、

要特例承継計画の認定）

①納税猶予の対象となる

非上場株式等の制限（総

株式数の3分の2まで）の

撤廃

②納税猶予割合の引上げ

（80％から100％）

③承継パターンの拡充

（後継者１人⇒最大３人）

経営承継円滑化法施行

規則改正（H30.4.1施行）

米トランプ政権誕生

（１月）

日産自動車前会長カル

ロス・ゴーン氏逮捕

（11月）

・開業率が廃業率を上回

る状態にし、現状の約

５％を、米国・英国レベ

ルの10％台とすることを

目指す

・2020年までに黒字企業

の数を現在の70万社から

倍の140万社に増やす

大涌谷噴火警戒レベル

の２から３への引上げ

（５月～翌７月）

日本再興戦略改訂2015

の閣議決定（H27.6.30）

数値目標

の参考


